
平成26年度第21回人事委員会定例会会議結果 

 

１ 開催日時   平成26年11月27日(木) 午前９時58分 

 

２ 開催場所   委員室 

 

３ 出 席 者   委員長   熊谷 隆司 

    委 員   伊藤 方子 

    委 員   飛澤 重嘉 

 

事務局長   佐藤 新 

総括課長   花山 智行 

担当課長  小原 由香 

 

４ 議題 

 (１) 会議の公開・非公開の決定 

会議の冒頭、議案第２号、協議事項１から協議事項７まで及び報告事項１を非公開とす

る旨決定 

(２) 議題 

議案第１号 条例案に対する意見について（公開） 

議案第２号 平成 26 年度岩手県警察官（警部補・巡査部長）昇任候補者名簿を確定すること

について（非公開） 

協議事項１ 給料表の適用範囲に関する規則の一部改正について（非公開） 

協議事項２ 初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正について（非公開） 

協議事項３ 職員の給料の調整額に関する規則の一部改正について（非公開） 

協議事項４ 初任給調整手当に関する規則の一部改正について（非公開） 

協議事項５ 通勤手当に関する規則の一部改正について（非公開） 

協議事項６ 職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について（非公開） 

協議事項７ 期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正について（非公開） 

報告事項１ 平成26年度岩手県警察官（武道指導）採用選考の実施結果について（非公開） 

報告事項２ 平成26年12月県議会定例会の会期・日程等について（公開） 

 

５ 審議の状況（結果） 

(１) 公開とした会議 

〔議案第１号〕 

条例案に対する意見について、決定した。 

〔報告事項２〕 

平成26年12月県議会定例会の会期・日程等について、報告があった。 

(２) 非公開とした会議 

〔議案第２号〕 

平成26年度岩手県警察官（警部補・巡査部長）昇任候補者名簿を確定することについて、

決定した。 

〔協議事項１〕 

給料表の適用範囲に関する規則の一部改正について、協議した。 

〔協議事項２〕 

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正について、協議した。 

 



〔協議事項３〕 

職員の給料の調整額に関する規則の一部改正について、協議した。 

〔協議事項４〕 

初任給調整手当に関する規則の一部改正について、協議した。 

〔協議事項５〕 

通勤手当に関する規則の一部改正について、協議した。 

〔協議事項６〕 

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について、協議した。 

〔協議事項７〕 

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正について、協議した。 

〔報告事項１〕 

平成26年度岩手県警察官（武道指導）採用選考の実施結果について、報告があった。 

 

  ６ 傍聴人 なし 

 

岩手県人事委員会議についての問い合わせ 

 岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県人事委員会事務局職員課 

 電話  019-629-6236 

 ＦＡＸ 019-629-6239 

 メール DD0002＠pref.iwate.jp 



議案第１号 

条例案に対する意見について 

  平成26年11月27日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

１ 趣旨 

  平成26年12月岩手県議会定例会に提出された次に掲げる条例案について、岩

手県議会から地方公務員法第５条第２項の規定に基づき意見を求められたの

で、別紙のとおり回答しようとするものである。 

２ 意見を求められた条例案 

(1) 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例（議案第

８号） 

(2) 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例（議案

第９号） 

(3) 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（議案第 10 号） 

(4) 一般職の職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例（議案第

11 号） 

(5) 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（議案第

12 号） 

(6) 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（議案第

18 号） 

(7) 市町村立学校職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例（議

案第 19 号） 
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人 委 職 第  号 

平成26年 月 日 

岩手県議会議長 千葉 伝 様 

岩手県人事委員会 

委員長 熊谷 隆司 

条例案に対する意見について（回答） 

 平成26年11月26日付け議第203号により意見を求められた下記条例案は、適当なも

のと認められます。 

記 

議案第８号 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第９号 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第10号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

議案第11号 一般職の職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 

議案第12号 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

議案第18号 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

議案第19号 市町村立学校職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 
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条例案に対する意見について  

１ 検討の趣旨 

  平成26年12月県議会に提案された職員に関する条例案について、県議会から地方公務員法第５条第２

項に基づき意見を求められたことから、検討を行うものである。 

２ 提出される条例案 

条例の名称及び改正趣旨等

議案 

番号 
条例名 条例案の趣旨

人 事 委 員

会 勧 告 と

の関係

議案 

第８号 

一般職の任期付職員の採

用等に関する条例の一部

を改正する条例 

・給料月額の改定 

・期末手当の支給割合の改定

【勧告】

【勧告】

議案 

第９号 

一般職の任期付研究員の

採用等に関する条例の一

部を改正する条例 

・給料月額の改定 

・期末手当の支給割合の改定

【勧告】

【勧告】

議案 

第10号 

一般職の職員の給与に関

する条例等の一部を改正

する条例 

・給料月額の改定 

・初任給調整手当の支給限度額の改定

・通勤手当の支給限度額の改定 

・勤勉手当の支給割合の改定 

・寒冷地手当の支給地域の改定 

・主幹教諭の設置に伴う所要の改正 

【勧告】

【勧告】

【報告】

【勧告】

【勧告】

― 

議案 

第11号 

一般職の職員の給料の調

整額に関する条例の一部

を改正する条例 

・給料の調整額の改定 【報告】

議案 

第12号 

一般職の職員の特殊勤務

手当に関する条例の一部

を改正する条例 

・教員特殊業務手当の支給限度額の改定

・主幹教諭の設置に伴う所要の改正 

【報告】

― 

議案 

第18号 

市町村立学校職員の給与

等に関する条例等の一部

を改正する条例 

・給料月額の改定 

・通勤手当の支給限度額の改定

・勤勉手当の支給割合の改定 

・寒冷地手当の支給地域の改定

【勧告】

【報告】

【勧告】

【勧告】

議案 

第19号 

市町村立学校職員の給料

の調整額に関する条例の

一部を改正する条例 

・給料の調整額の改定 【報告】

３ 条例案の内容 

別添の各条例案の改正内容のとおり。 

４ 条例案意見（事務局案） 

別添資料のとおり適当なものと認められる。 
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○地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号） 

（人事委員会及び公平委員会並びに職員に関する条例の制定）  

第五条 地方公共団体は、法律に特別の定がある場合を除く外、この法律に定める根本基準に従い、

条例で、人事委員会又は公平委員会の設置、職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項

について必要な規定を定めるものとする。但し、その条例は、この法律の精神に反するものであつ

てはならない。  

２ 第七条第一項又は第二項の規定により人事委員会を置く地方公共団体においては、前項の条例を

制定し、又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において、人事委員会の意見を聞

かなければならない。 

FF13070070
タイプライターテキスト
1-4



一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例（議案第８号） 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 趣旨 

    人事委員会勧告に鑑み、特定任期付職員の給料月額及び期末手当の支給割合を改定しようとする

ものである。 

 

 (２) 改正内容 

ア 特定任期付職員の給料月額を引き上げること。（第７条関係） 

イ 特定任期付職員の期末手当について、支給割合を次のとおり改定すること。（第９条関係） 

(ｱ) ６月に支給する場合においては、100 分の 140 に引き上げること。 

(ｲ) 12 月に支給する場合においては、100 分の 155（平成 26 年 12 月にあっては、100 分の 157.5）

に引き上げること。 

現行 平成 26 年度 平成 27 年度 

６月 12 月 計 6 月 12 月 計 6 月 12 月 計 

1.375 1.525 2.90 1.375 1.575 2.95 1.40 1.55 2.95 

 

 (３) 施行期日等（附則関係） 

ア この条例は、公布の日から施行すること。ただし、(２)イ(ｱ)及び(２)イ(ｲ)（平成 26年 12 月

に係る部分を除く。）は、平成 27 年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

イ (２)アによる改正後の給料月額は、平成 26 年４月１日から、(２)イ(ｲ)による改正後の平成 26

年 12 月に係る期末手当の支給割合は、平成 26年 12 月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

ウ 所要の経過措置を講ずること。（附則第３項関係） 

 

２ 条例案の検討                                        

   人事委員会報告及び勧告との関係 

項目 人事委員会報告及び勧告の内容 条例改正の内容 

給料表 
【勧告】 

給料表を引上げ改定すること。 
完全実施 

期末手当 

支給割合 

【勧告】 

 
Ｈ26 Ｈ27 年度以降 

12 月期 ６月期 12 月期 合計 

特 定 任 期 付 職 員 1.575 1.40 1.55 2.95 
 

完全実施 

 

３ 条例案意見（事務局案）                                   

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

  ・人事委員会勧告のとおり実施するものであること。 
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一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例（議案第９号） 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 趣旨 

    人事委員会勧告に鑑み、任期付研究員の給料月額及び期末手当の支給割合を改定しようとするも

のである。 

 

 (２) 改正内容 

ア 任期付研究員の給料月額を引き上げること。（第５条関係） 

イ 任期付研究員の期末手当について、支給割合を次のとおり改定すること。（第６条関係） 

(ｱ) ６月に支給する場合においては、100 分の 140 に引き上げること。 

(ｲ) 12 月に支給する場合においては、100 分の 155（平成 26 年 12 月にあっては、100 分の 157.5）

に引き上げること。 

現行 平成 26 年度 平成 27 年度 

６月 12 月 計 6 月 12 月 計 6 月 12 月 計 

1.375 1.525 2.90 1.375 1.575 2.95 1.40 1.55 2.95 

 

 (３) 施行期日等（附則関係） 

ア この条例は、公布の日から施行すること。ただし、(２)イ(ｱ)及び(２)イ(ｲ)（平成 26年 12 月

に係る部分を除く。）は、平成 27 年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

イ (２)アによる改正後の給料月額は、平成 26 年４月１日から、(２)イ(ｲ)による改正後の平成 26

年 12 月に係る期末手当の支給割合は、平成 26年 12 月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

ウ 所要の経過措置を講ずること。（附則第３項関係） 

 

２ 条例案の検討                                        

   人事委員会報告及び勧告との関係 

項目 人事委員会報告及び勧告の内容 条例改正の内容 

給料表 
【勧告】 

給料表を引上げ改定すること。 
完全実施 

期末手当 

支給割合 

【勧告】 

 
Ｈ26 Ｈ27 年度以降 

12 月期 ６月期 12 月期 合計 

任 期 付 研 究 員 1.575 1.40 1.55 2.95 
 

完全実施 

 

３ 条例案意見（事務局案）                                   

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

  ・人事委員会勧告のとおり実施するものであること。 
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一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（議案第10号） 

 

１ 条例案の内容                                

 (１) 趣旨 

    人事委員会勧告等に鑑み、一般職の職員の給料月額、初任給調整手当及び通勤手当の支給限度額

並びに勤勉手当の支給割合を改定し、寒冷地手当の支給地域を改める等所要の改正をしようとする

ものである。 

 

 (２) 改正内容 

   ア 給料表の改定（第１条関係） 

     給料表の引上げ改定を行うこと。 

   イ 諸手当の改定等（第１条関係） 

    (ｱ) 初任給調整手当 

       医師等に支給される初任給調整手当の支給月額の限度額を410,900円から412,200円に引き

上げること。 

    (ｲ) 通勤手当 

       交通用具使用者に係る支給月額の限度額を35,000円から38,300円に引き上げること。 

    (ｳ) 勤勉手当 

       支給割合をそれぞれ次のとおり改定すること。 

  

平成 26 年度 
平成 27 年度 

現行 改正後 

６月 12 月 計 6 月 12 月 計 6 月 12 月 計 

一 般 職 員 0.675  0.675  1.35 0.675  0.725  1.40 0.700  0.700  1.40 

特 定 幹 部 職 員 0.875  0.875  1.75 0.875  0.925  1.80 0.900  0.900  1.80 

再任用

職 員 

一 般 職 員 0.325  0.325  0.65 0.325 0.375 0.70 0.350  0.350  0.70 

特定幹部職員 0.425  0.425  0.85 0.425 0.475 0.90 0.450  0.450  0.90 

    (ｴ) 寒冷地手当 

       寒冷地手当の支給地域を改めること。 

   ウ 平成27年４月１日における号給の調整（第１条関係） 

     給与構造改革期間中に抑制されてきた昇給の回復を実施すること。 

   エ 給与構造改革の経過措置の廃止（第２条関係） 

     給与構造改革の経過措置を平成27年４月以降廃止すること。 

   オ 県立中学校に主幹教諭を置くことに伴う所要の改正（第１条関係）※別添資料 

     主幹教諭を教育職給料表(２)の適用対象とすること及び主幹教諭を義務教育等教員特別手当

の支給対象とすること。 

 

 (３) 施行期日等（附則関係） 

   ア この条例は、公布の日から施行する。ただし、(２)イ(ｲ)は平成27年１月１日から、(２)イ(ｳ)

（平成27年度の支給割合改定に係る部分に限る。）、(２)イ(ｴ)、(２)オは同年４月１日から施行

すること。（附則第１項関係） 

   イ (２)ア及び(２)イ(ｱ)は平成26年４月１日から、(２)イ(ｳ)（平成26年度の支給割合改定に係る

部分に限る。）は同年12月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

   ウ 寒冷地手当の支給地域の改定に伴い、所要の経過措置を講ずること。(附則第４項～附則第７項

関係) 

   エ 所要の経過措置等を講ずること。（附則第３項及び附則第８項～第12項関係） 
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２ 条例案の検討                                        

 （１）人事委員会報告及び勧告との関係 

項目 人事委員会報告及び勧告の内容 条例改正の内容 

給料表 
【勧告】 

全給料表を引上げ改定すること。 
完全実施 

初任給 

調整手当 

 

【勧告】 

・医療職給料表⑴の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給

月額の限度を412,200円とすること。 

・医療職給料表⑴以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師

で、医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職にあるもの

に対する支給月額の限度を50,300円とすること。 

完全実施 

通勤手当 

 

【報告】 

県内の最近のガソリン価格の動向等を考慮し、今後の改定の必

要性について検討することが適当。 

ガソリン価格の

動向等を考慮し、

引上げ改定 

勤勉手当 

支給割合 

【勧告】 

 
Ｈ26 Ｈ27 年度以降 

12 月期 ６月期 12 月期 合計 

一 般 の 職 員 0.725 0.700 0.700 1.40 

特 定 幹 部 職 員 0.925 0.900 0.900 1.80 

再 任 用 

職 員 

一 般 の 職 員 0.375 0.350 0.350 0.70 

特定幹部職員 0.475 0.450 0.450 0.90 
 

完全実施 

寒冷地 

手当 

 

【勧告】 

・寒冷地手当の支給地域を見直すこと。 

・この改正に伴い支給地域に該当しないこととなる地域に係る支

給額については、所要の経過措置を講じること。 

完全実施 

【報告】 

・引き続き指定基準を満たすにも関わらず、前回の見直し以降の

市町村合併により指定解除となる地域については、支給の必要性

について検討することが適当。 

旧田老町、旧新里

村、旧川井村を支

給地域として存

置 

平成27年

４月１日

における

号給の調

整 

【勧告】 

実 施 日 対象年齢（実施日時点） 回復号給数 

平成 27 年 41 歳以上 46 歳未満 １号給 

４月１日 39 歳以上 41 歳未満 ２号給 

 39 歳未満 ３号給 
 

完全実施 

給与構造

改革の経

過措置の

廃止 

【勧告】 

給与構造改革の経過措置を平成27年４月１日で廃止すること。 
完全実施 
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（２）人事委員会の報告を受けて改定される内容 

ア 通勤手当を改定する理由 

・ガソリン価格の上昇により、通勤に係る所要額に応じた手当のカバー率が100％を割り込む区

分について、手当額を引き上げること。 

（参考）算定に当たっての条件 

・ガソリン単価：162円/ℓ（過去１年（H25.10～H26.9）の平均額） 

・燃費： 12㎞/ℓ 

〇人事課：直近１年間の県内ガソリン価格（石油情報センター「給油所石油製品」価格情報） 

H25 H26 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

価格（円） 159 158 158 158 158 158 163 164 166 169 168 167 

平均（円） 162（162.2） 

※前年同期比：＋9.4 円（前年平均 152.8 円） 

※前回引上げ改定時（H20）：160 円（石油情報センター「給油所石油製品」価格情報） 

〇人委勧告検討時：157.9 円（総務省統計局「小売物価統計調査」（盛岡市）） 

※前年同期比：＋10.6 円（前年平均 147.3 円） 

（参考）東北各県との比較 

制度の状況 

65.0km 上 限 

金 額 金 額 距 離 

青森 37,000 円 44,000 円 80.0 ㎞ 

岩手 35,000 円 35,000 円 65.0 ㎞ 

宮城 33,000 円 
33,000 円 

《49,700 円》 

60.0 ㎞ 

《70.0 ㎞》 

秋田 35,400 円 
38,100 円 

《51,400 円》 

70.0 ㎞ 

《90.0 ㎞》 

山形 40,000 円 53,000 円 110.0 ㎞ 

福島 41,500 円 50,400 円 80.0 ㎞ 

※ 宮城、秋田の《 》内は、平成26年度の人事委員会勧告による金額及び距離 
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イ 寒冷地手当を改定する理由 

・人事委員会報告で言及のあった、市町村合併により国において支給対象外とされた地域につい

ては、引き続き支給地域として存置すること。 

（具体的改定内容） 

 ・支給対象外となる地域    山田町（指定基準を満たさないため） 

 ・新たに支給対象となる地域  旧花泉町、旧藤沢町、旧室根村、旧川崎村（合併に伴うもの） 

 ・引き続き支給対象とする地域 旧田老町、旧新里村、旧川井村（指定基準を満たすため） 

 

３ 条例案意見（事務局案）                                   

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

  ・給料表、初任給調整手当、勤勉手当、平成27年４月１日における号給の調整、給与構造改革に経過

措置の廃止については、人事委員会勧告を完全実施するものであること。 

  ・通勤手当については、ガソリン価格が緩やかな下落傾向にあるものの、前回引上げ改定時（H20、160

円/ℓ（石油情報センター））と比較して高い水準にあり、直近１年の平均値で手当の改定の必要性を

検討するというこれまでの例に従ったものであること。 

  ・寒冷地手当については、人事委員会報告及び勧告で言及した内容を踏まえて改正されるものである

こと。 

  ・教育職給料表(2)及び義務教育等教員特別手当については、主幹教諭を県立中学校に置くことに伴う

所要の改正であり、すでに置いている市町村立小中学校の主幹教諭の給与の処遇を踏まえたものであ

ること。 
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一般職の職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例（議案第11号） 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 趣旨 

    人事委員会報告に鑑み、特別支援学校に勤務する教育に直接従事することを本務とする職員及び

養護教諭等の給料の調整額を改定する等所要の改正をしようとするものである。 

 

 (２) 改正内容 

    特別支援学校に勤務する教育に直接従事することを本務とする職員及び養護教諭等の給料の調整

額に係る調整数を1.25から１に引き下げ、所要の改正をすること。（別表関係） 

 

 (３) 施行期日等（附則関係） 

    平成27年４月１日 

 

２ 条例案の検討                                        

 （１）人事委員会報告及び勧告との関係 

項目 人事委員会報告及び勧告の内容 条例改正の内容 

調整額 

【報告】 

他の都道府県における教員給与の見直し内容等を十分に踏まえ

ながら、教員特殊業務手当及び調整額について適切な見直しを行

うことが適当であると考える。 

引下げ改定 

調整数 

 1.25→1.00 

 

 （２）給料の調整額を改定する理由 

 特別支援学校等の教員の勤務の特殊性は引き続き認められるものの、通常の学校（学級）の教員も特

別支援教育を担うことが求められるようになっており、その均衡上、縮減することに妥当性があること

から、国の方針どおり縮減を実施することが適当であること。 
 

【参考】文部科学省：平成 26年度義務教育費国庫負担金（予算） 

① 教員特殊業務手当  25％引き上げ （H26.10～） 

 ・ 部活動指導業務       ４時間 2,400 円 → 3,000 円 

 ・ 非常災害時等の緊急業務   ８時間 6,000 円～6,400 円 → 7,500 円～8,000 円 

 ・ 修学旅行等引率指導業務   ８時間 3,400 円 → 4,250 円 

 ・ 対外運動協議等引率指導業務 ８時間 3,400 円 → 4,250 円 

② 給料の調整額    調整数 1.25 → 1（本給の 3.75％ → 3％） （H26.10～） 

③ 管理職手当     校長について、新たな算定率の区分を設定  （H26.10～） 

 ・ 現状 15％、16.25%、17.5%の３区分 → 20％相当の区分を新設  

 

３ 条例案意見（事務局案）                                   

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

  ・人事委員会勧告の報告において言及した内容を踏まえて改正されるものであり、適当であると認め

られるものであること。 
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  （参考）一般職の職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

改正前 改正後 

別表 適用区分表（第２条関係） 別表 適用区分表（第２条関係） 

 勤務 

箇所 
職 員 調整数 

  勤務 

箇所 
職 員 調整数 

 

  ［略］      ［略］    

 特別 

支援学校 

(１) 教育に直接従事する

ことを本務とする校長、副

校長、教頭、指導教諭、教

諭、助教諭、講師及び実習

助手 

1.25   特別 

支援学校 

(１) 教育に直接従事す

ることを本務とする校

長、副校長、教頭、指導

教諭、教諭、助教諭、講

師及び実習助手 

１  

 (２) 養護教諭、栄養教諭、

養護助教諭及び寄宿舎指

導員 

  (２) 養護教諭、栄養教諭

、養護助教諭及び寄宿舎

指導員 

 

 (３) 校長、副校長、教頭、

指導教諭、教諭、助教諭、

講師及び実習助手（(１)に

掲げる者を除く。） 

１    

 

 

  ［略］      ［略］    
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一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例等の一部を改正する条例（議案第12号） 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 趣旨 

    人事委員会報告に鑑み、教員特殊業務手当の支給限度額を引き上げ、及び県立の中学校に置くこ

ととした主幹教諭について支給対象とする手当を定めようとするものである。 

 

 (２) 改正内容 

ア 教員特殊業務手当の支給限度額を日額6,400円から8,000円に引き上げること。（第19条の２第２

項関係） 

        【現状の教員特殊業務手当】              【額改定の方向性】 

非常災害

時等緊急

業務 

①非常災害 
日額 6,400 円（7ｈ30ｍ以上）  

 

日額 8,000 円 

日額 12,800 円（甚大災害時） 日額 16,000 円（甚大災害時） 

②生徒の救急 日額 6,000 円（7ｈ30ｍ以上）  日額 7,500 円 

③生徒の補導 日額 6,000 円（  〃   ）  日額 7,500 円 

修学旅行等指導業務 日額 3,400 円（  〃   ）  日額 4,250 円 

対外運動競技等引率指導業務 日額 3,400 円（  〃   ）  日額 4,250 円 

部活動指導業務 
日額 2,400 円（3ｈ30ｍ以上） 

 
（3ｈ30ｍ以上）日額 3,000 円 

日額 3,400 円（7ｈ30ｍ以上） （7ｈ30ｍ以上）日額 4,250 円 

入学試験業務 日額 1,800 円（7ｈ30ｍ以上）  日額 1,800 円 

イ 県立の中学校に置くこととした主幹教諭について支給対象とする手当を定めること。（第19条の２

第１項関係） 

 

 (３) 施行期日（附則関係） 

   ア この条例は、平成27年１月１日から施行すること。ただし、（２）イは、同年４月１日から施行

すること。（附則第１項関係） 

   イ 所要の経過措置を講ずること。（附則第２項関係） 

 

２ 条例案の検討                                        

 （１）人事委員会報告及び勧告との関係 

項目 人事委員会報告及び勧告の内容 条例改正の内容 

教員特殊

業務手当 

【報告】 

他の都道府県における教員給与の見直し内容等を十分に踏まえ

ながら、教員特殊業務手当及び調整額について適切な見直しを行

うことが適当であると考える。 

引上げ改定 

25％増 

 （２）教員特殊業務手当を改定する理由 

・週休日等に行われる部活動指導業務等は、教員の負担になっている現実に鑑み、国の予算措置に合致

するよう、引上げを行うことが適当と認められること。 

・部活動指導業務の国の予算措置にない7時間 45分程度の区分（3,400 円）についても、心身負担が同

程度である対外運動競技等引率指導業務に同程度の従事時間で支給することとの均衡から、同業務と同

額の4,250円に改めることが適当と考えられること。 
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【参考】文部科学省：平成 26年度義務教育費国庫負担金（予算） 

① 教員特殊業務手当  25％引き上げ （H26.10～） 

 ・ 部活動指導業務       ４時間 2,400 円 → 3,000 円 

 ・ 非常災害時等の緊急業務   ８時間 6,000 円～6,400 円 → 7,500 円～8,000 円 

 ・ 修学旅行等引率指導業務   ８時間 3,400 円 → 4,250 円 

 ・ 対外運動協議等引率指導業務 ８時間 3,400 円 → 4,250 円 

② 給料の調整額    調整数 1.25 → 1（本給の 3.75％ → 3％） （H26.10～） 

③ 管理職手当     校長について、新たな算定率の区分を設定  （H26.10～） 

 ・ 現状 15％、16.25%、17.5%の３区分 → 20％相当の区分を新設  

 

３ 条例案意見（事務局案）                                   

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

・教員特殊業務手当の支給限度額については、人事委員会勧告の報告において言及した内容を踏まえ

て改正されるものであり、適当であると認められるものであること 

・教員特殊業務手当の支給対象に主幹教諭を加えることについては、市町村立小中学校の主幹教諭の

給与の処遇との均衡を図ることを踏まえたものであること。 
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市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（議案第18号） 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 趣旨 

    人事委員会勧告等に鑑み、市町村立学校職員の給料月額、通勤手当の支給限度額及び勤勉手当の

支給割合を改定し、寒冷地手当の支給地域を改める等所要の改正をしようとするものである。 

 

 (２) 改正内容 

   ア 給料表の改定（第１条関係） 

     給料表の引上げ改定を行うこと。 

   イ 諸手当の改定等（第１条関係） 

    (ｱ) 通勤手当 

       交通用具使用者に係る支給月額の限度額を35,000円から38,300円に引き上げること。 

    (ｲ) 勤勉手当 

       支給割合をそれぞれ次のとおり改定すること。 

  

平成 26 年度 
平成 27 年度 

現行 改正後 

６月 12 月 計 6 月 12 月 計 6 月 12 月 計 

一 般 職 員 0.675  0.675  1.35 0.675  0.725  1.40 0.700  0.700  1.40 

再 任 用 職 員 0.325  0.325  0.65 0.325 0.375 0.70 0.350  0.350  0.70 

    (ｳ) 特殊勤務手当 

       一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例を一部改正することに伴い、所要の整備を行うこ

と。 

    (ｴ) 寒冷地手当 

       寒冷地手当の支給地域を改めること。 

   ウ 平成27年４月１日における号給の調整（第１条関係） 

     給与構造改革期間中に抑制されてきた昇給の回復を実施すること。 

   エ 給与構造改革の経過措置の廃止（第２条関係） 

     給与構造改革の経過措置を平成27年４月以降廃止すること。 

 

 (３) 施行期日等（附則関係） 

   ア この条例は、公布の日から施行する。ただし、(２)イ(ｱ)は平成27年１月１日から、(２)イ(ｲ)

（平成27年度の支給割合改定に係る部分に限る。）、(２)イ(ｴ)及び(２)イ(ｳ)は同年４月１日から

施行すること。（附則第１項関係） 

   イ (２)アは平成26年４月１日から、(２)イ(ｲ)（平成26年度の支給割合改定に係る部分に限る。）

は同年12月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

   ウ 寒冷地手当の支給地域を改めることに伴い、所要の経過措置を講ずること。(附則第４項～附則

第７項関係) 

   エ 所要の経過措置等を講ずること。（附則第３項、第８項及び第９項関係） 
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２ 条例案の検討                                        

 （１）人事委員会報告及び勧告との関係 

・一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例に同じ（初任給調整手当を除く）。 

 

 （２）特殊勤務手当を改定する理由 

・一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例を一部改正することに伴い、所要の整備を行うこと。 

 

３ 条例案意見（事務局案）                                   

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

  ・特殊勤務手当以外の項目は、一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例に同じ（初任

給調整手当を除く）。 

  ・特殊勤務手当については、一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例を一部改正することに伴い、

所要の整備を行うものであること。 

 

  （参考）市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

改正前 改正後 

 （特殊勤務手当） 

第25条 ［略］ 

２ 特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲、

手当の額及びその支給方法は、県立学校職員の例

による。ただし、一般職の職員の特殊勤務手当に

関する条例（昭和31年岩手県条例第52号）第19

条の２の規定の例による教員特殊業務手当の支

給を受ける者の範囲には、主幹教諭を含むものと

する。 

３ 前項の場合において、県立学校職員について人

事委員会が定めるものとされている事項につい

ては、県人事委員会規則で定める。 

 （特殊勤務手当） 

第25条 ［略］ 

２ 特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲、

手当の額及びその支給方法は、県立学校職員の例

による。この場合において、県立学校職員につい

て人事委員会が定めるものとされている事項に

ついては、県人事委員会規則で定める。 
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市町村立学校職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例（議案第19号） 

１ 条例案の内容 

(１) 趣旨 

 人事委員会報告に鑑み、特別支援教育に直接従事することを本務とする職員の給料の調整額を改

定しようとするものである。 

(２) 改正内容 

特別支援教育に直接従事することを本務とする職員の給料の調整額に係る調整数を1.25から１に

引き下げること。（別表関係） 

(３) 施行期日（附則関係） 

平成27年４月１日 

２ 条例案の検討 

一般職の職員の給料の調整額に関する条例に同じ。 

３ 条例案意見（事務局案） 

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

  ・一般職の職員の給料の調整額に関する条例に同じ。 

  （参考）市町村立学校職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 

改正前 改正後 

別表 適用区分表（第２条関係） 別表 適用区分表（第２条関係） 

勤務 

箇所 
職 員 調整数 

勤務 

箇所 
職 員 調整数 

［略］ ［略］ 

 小学校及び

中学校 

［略］ 1.25 小学校及び

中学校 

［略］ １ 

［略］ ［略］ 
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別添資料 

県立中学校への主幹教諭の配置に伴う関係条例の改正について 

１ 主幹教諭の配置の概要 

(1) 配置先 

県立一関第一高等学校附属中学校（以下「関一附属中」という。） 

(2) 配置時期 

   平成 27年４月１日 

(3) 配置理由 

① 関一附属中の校長は一関第一高等学校の校長が兼務しており、関一附属中の副校長が実質的な

学校経営の中核を担っているため、校長及び副校長を補佐し、保護者や地域との対外的な対応や

教諭を束ねる役割を持つ主幹教諭を配置することにより、副校長の負担を軽減するとともに学校

の組織運営体制を強化し、関一附属中の教育の充実を図る。 

② 主幹教諭の配置については、全学年が揃った平成 23 年度以降、副校長の業務負担などを踏ま

えながら検討してきたところであるが、今年度第１回卒業生が一関第一高等学校を卒業する予定

となっており、来年度以降、附属中学校の成果の検証及び課題の明確化など、中高連携に係る業

務が増大していくことが見込まれることから、平成 27年度から配置することとしたもの。 

(4) 職務内容 

   すでに配置されている市町村立小中学校の主幹教諭に同じ 

（学校教育法に規定する主幹教諭の職務） 

主幹教諭は、校長（副校長を置く中学校にあっては、校長及び副校長）及び教頭を助け、

命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童の教育をつかさどる。 

(5) 給与上の処遇 

   市町村立小中学校の主幹教諭に同じ 

給料の格付 
給料の 

特別調整額 

期末・勤勉手当 

役職加算割合 
教職調整額 

義務教育等 

教員特別手当 

教員特殊 

業務手当 
主任手当 

（給与条例） 
教育職給料表(2) 

特２級 
支給不可 10/100 支給 支給 支給 支給不可 

２ 関係条例の改正 

(1) 一般職の職員の給与に関する条例 

  ・ 第 40 条の２第３項：義務教育等教員特別手当の支給対象に主幹教諭を追加 

  ・ 教育職給料表(2)の備考：給料表を適用する職名に主幹教諭を追加 

(2) 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例 

  ・ 第 19 条の２：教員特殊業務手当の支給対象に主幹教諭を追加 

(3) 市町村立学校職員の給与等に関する条例 

  ・ 第 25 条第２項ただし書：特殊勤務手当の支給対象は県立学校職員の例によることとするにあ

たり主幹教諭を含むとした規定を削除 

FF13070070
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一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例案要綱 

第１ 改正の趣旨 

岩手県人事委員会の平成 26 年 10 月９日付けの給与改定に関する勧告に

鑑み、特定任期付職員の給料月額及び期末手当の支給割合を改定しようと

するものである。 

第２ 条例案の内容 

１ 特定任期付職員の給料月額を引き上げること。（第７条関係） 

２ 特定任期付職員の期末手当について、支給割合を次のとおり改定するこ

と。（第９条関係） 

(１) ６月に支給する場合においては、100 分の 140 に引き上げること。 

(２) 12 月に支給する場合においては、100 分の 155（平成 26 年 12 月に

あっては、100 分の 157.5）に引き上げること。 

現 行 平成26年度 平成27年度 

６月 12月 合計 ６月 12月 合計 ６月 12月 合計 

1.375 1.525 2.90 1.375 1.575 2.95 1.40 1.55 2.95 

. 

３ 施行期日等 

(１) この条例は、公布の日から施行すること。ただし、２（１）及び（２）

（平成 26 年 12 月に係る部分を除く。）は、平成 27 年４月１日から施行

すること。（附則第１項関係） 

(２) １による改正後の給料月額は、平成 26 年４月１日から、２(２)によ

る改正後の平成 26 年 12 月に係る期末手当の支給割合は、平成 26 年 12

月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

(３) 所要の経過措置を講ずること。（附則第３項関係） 

参考 
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一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例案要綱 

第１ 改正の趣旨 

岩手県人事委員会の平成 26 年 10 月９日付けの給与改定に関する勧告に

鑑み、任期付研究員の給料月額及び期末手当の支給割合を改定しようとす

るものである。 

第２ 条例案の内容 

１ 任期付研究員の給料月額を引き上げること。（第５条関係） 

２ 任期付研究員の期末手当について、支給割合を次のとおり改定すること。

（第６条関係） 

(１) ６月に支給する場合においては、100 分の 140 に引き上げること。 

(２) 12 月に支給する場合においては、100 分の 155（平成 26 年 12 月に

あっては、100 分の 157.5）に引き上げること。 

現 行 平成26年度 平成27年度 

６月 12月 合計 ６月 12月 合計 ６月 12月 合計 

1.375 1.525 2.90 1.375 1.575 2.95 1.40 1.55 2.95 

. 

３ 施行期日等 

(１) この条例は、公布の日から施行すること。ただし、２（１）及び（２）

（平成 26 年 12 月に係る部分を除く。）は、平成 27 年４月１日から施行

すること。（附則第１項関係） 

(２) １による改正後の給料月額は、平成 26 年４月１日から、２(２)によ

る改正後の平成 26 年 12 月に係る期末手当の支給割合は、平成 26 年 12

月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

(３) 所要の経過措置を講ずること。（附則第３項関係） 

参考 
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一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案要綱  

第１ 改正の趣旨 

岩手県人事委員会の平成 26年 10月９日付けの給与改定に関する勧告等に鑑み、

一般職の職員の給料月額、初任給調整手当及び通勤手当の支給限度額並びに勤勉

手当の支給割合を改定し、寒冷地手当の支給地域を改める等所要の改正をしよう

とするものである。 

第２ 条例案の内容 

１ 給料表の改定等（第１条関係） 

  (1) 給料表の引上げ改定を行うこと。 

  (2) 主幹教諭を教育職給料表(２)の適用対象とすること。 

２ 諸手当の改定等（第１条関係） 

  (1) 初任給調整手当 

医師等に支給される初任給調整手当の支給月額の限度額を410,900円から

412,200円に引き上げること。 

  (2) 通勤手当 

交通用具使用者に係る支給月額の限度額を35,000円から38,300円に引き上げ

ること。 

  (3) 勤勉手当 

支給割合をそれぞれ次のとおり改定すること。  

平成 26 年度 
平成 27 年度 

現行 改正後 

６月 12 月 計 6 月 12 月 計 6 月 12 月 計 

一 般 職 員 0.675 0.675 1.35 0.675 0.725 1.40 0.700 0.700 1.40 

特 定 幹 部 職 員 0.875 0.875 1.75 0.875 0.925 1.80 0.900 0.900 1.80 

再 任 用

職 員 

一 般 職 員 0.325 0.325 0.65 0.325 0.375 0.70 0.350 0.350 0.70 

特定幹部職員 0.425 0.425 0.85 0.425 0.475 0.90 0.450 0.450 0.90 

  (4) 義務教育等教員特別手当 

主幹教諭を支給対象とすること。 

  (5) 寒冷地手当 

寒冷地手当の支給地域を改定すること（旧花泉町、旧藤沢町、旧室根村、旧

川崎村を支給地域とし、山田町を非支給地域とするもの）。 

３ 平成27年４月１日における号給の調整（第１条関係） 

給与構造改革の経過措置の廃止に併せて、給与構造改革期間中に抑制され

てきた昇給の回復を実施すること。 

４ 給与構造改革の経過措置の廃止（第２条関係） 

 給与構造改革の経過措置を平成27年４月以降廃止すること。 

５ 附則関係（施行期日等） 

  (1) この条例は、公布の日から施行する。ただし、２(２)は平成27年１月１

日から、１(２)、２(３)（平成27年度の支給割合改定に係る部分に限る。）、

２(４)及び２(５)は平成27年４月１日から施行すること。（附則第１項関

係） 

  (2) １（１）及び２(１)は平成26年４月１日から、２(３)（平成26年度の支

給割合改定に係る部分に限る。）は同年12月１日から適用すること。（附則

第２項関係） 

  (3) 寒冷地手当の支給地域の改定に伴い、所要の経過措置を講ずること。(附

則第４項～附則第７項関係) 

  (4) 所要の経過措置等を講ずること。（附則第３項及び附則第８項～第12項

関係）  

参考  
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一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案要綱 

第１ 改正の趣旨 

教員特殊業務手当の支給限度額を引き上げ、及び県立の中学校に置くこ

ととした主幹教諭について支給対象とする手当を定めようとするものであ

る。 

第２ 条例案の内容 

１ 教員特殊業務手当の支給限度額を日額6,400円から8,000円に引き上げる

こと。（第19条の２第２項関係） 

２ 県立の中学校に置くこととした主幹教諭について支給対象とする手当を

定めること。（第19条の２第１項関係） 

３ 施行期日等 

  (１) この条例は、平成27年１月１日から施行すること。ただし、２は、

同年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

  (２) 所要の経過措置を講ずること。（附則第２項関係） 

参考 
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一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案要綱 

第１ 改正の趣旨 

教員特殊業務手当の支給限度額を引き上げ、及び県立の中学校に置くこ

ととした主幹教諭について支給対象とする手当を定めようとするものであ

る。 

第２ 条例案の内容 

１ 教員特殊業務手当の支給限度額を日額6,400円から8,000円に引き上げる

こと。（第19条の２第２項関係） 

２ 県立の中学校に置くこととした主幹教諭について支給対象とする手当を

定めること。（第19条の２第１項関係） 

３ 施行期日等 

  (１) この条例は、平成27年１月１日から施行すること。ただし、２は、

同年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

  (２) 所要の経過措置を講ずること。（附則第２項関係） 

参考 
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市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例案要綱  

第１ 改正の趣旨 

岩手県人事委員会の平成 26年 10月９日付けの給与改定に関する勧告等に鑑み、

市町村立学校職員の給料月額、通勤手当の支給限度額及び勤勉手当の支給割合を

改定し、寒冷地手当の支給地域を改める等所要の改正をしようとするものである。 

第２ 条例案の内容 

１ 給料表の改定（第１条関係） 

給料表の引上げ改定を行うこと。 

２ 諸手当の改定等（第１条関係） 

  (1) 通勤手当 

交通用具使用者に係る支給月額の限度額を35,000円から38,300円に引き上げ

ること。 

  (2) 勤勉手当 

支給割合をそれぞれ次のとおり改定すること。  

平成 26 年度 
平成 27 年度 

現行 改正後 

６月 12 月 計 6 月 12 月 計 6 月 12 月 計 

一 般 職 員 勤勉 0.675 0.675 1.35 0.675 0.725 1.40 0.700 0.700 1.40 

再 任用職員 勤勉 0.325 0.325 0.65 0.325 0.375 0.70 0.350 0.350 0.70 

  (3) 特殊勤務手当 

一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例を一部改正することに伴い、所要

の整備を行うこと。 

  (4) 寒冷地手当 

寒冷地手当の支給地域を改めること（旧花泉町、旧藤沢町、旧室根村、旧川

崎村を支給地域とし、山田町を非支給地域とするもの）。 

３ 平成27年４月１日における号給の調整（第１条関係） 

給与構造改革の経過措置の廃止に併せて、給与構造改革期間中に抑制され

てきた昇給の回復を実施すること。 

４ 給与構造改革の経過措置の廃止（第２条関係） 

 給与構造改革の経過措置を平成27年４月以降廃止すること。 

５ 附則関係（施行期日等） 

  (1) この条例は、公布の日から施行する。ただし、２(１)は平成27年１月１

日から、２(２)（平成27年度の支給割合改定に係る部分に限る。）、２(３)

及び２(４)は平成27年４月１日から施行すること。（附則第１項関係） 

  (2) １は平成26年４月１日から、２(２)（平成26年度の支給割合改定に係る

部分に限る。）は同年12月１日から適用すること。（附則第２項関係） 

  (3) 寒冷地手当の支給地域を改めることに伴い、所要の経過措置を講ずるこ

と。(附則第４項～附則第７項関係) 

  (4) 所要の経過措置等を講ずること。（附則第３項、第８項及び第９項関係） 

参考  
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市町村立学校職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する

条例案要綱 

第１ 改正の趣旨 

 特別支援教育に直接従事することを本務とする職員の給料の調整額を改

定しようとするものである。 

第２ 条例案の内容 

１ 特別支援教育に直接従事することを本務とする職員の給料の調整額に係

る調整数を1.25から１に引き下げること。（別表関係） 

２ 施行期日 

この条例は、平成27年４月１日から施行すること。（附則関係） 

参考  
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